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指定通所介護〔指定予防通所事業〕契約書別紙（兼重要事項説明書）② 

 

あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定通所介護（予防通所）サービス

について、契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を、説明いたします。わからな

いこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

この「契約書別紙（兼重要事項説明書）」は、「さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例（平成 24 年さいたま市条例第 68 号）及びさいたま市介

護予防通所介護サービスの人員、設備及び運営の基準等に関する要綱平成 29 年 3 月 31 日 

告示第 513 号」の規定に基づき、指定通所介護（予防通所）サービス提供契約締結に際して、

ご注意いただきたいことを説明するものです。 

 

１ 指定通所介護（予防通所）サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 浦和福祉会 

代 表 者 氏 名 理事長 九里 秀一郎 

本 社 所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

埼玉県さいたま市緑区大字大崎字北口２１６０番地 

（電話 048-878-2922・ﾌｧｯｸｽ番号 048-878-2993） 

法人設立年月日 平成１０年１月１９日 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 スマイルハウスデイサービスセンター 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
１１７０１００４９７ 

事 業 所 所 在 地 さいたま市緑区大字大崎字北口２１６０番地 

連 絡 先 
電話 048-878-2298 FAX 番号 048-878-7760 

（部署名・相談担当者氏名） 永﨑 慶太 

事業所の通常の 

事業の実施地域 
さいたま市(緑区、浦和区、南区)及び川口市 

利 用 定 員 
３０人 通常型（月曜日から土曜日）※日曜日については営業するこ

とがある。 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

スマイルハウスデイサービスセンター（以下「事業所」という。）にお

いて実施する指定通所介護〔指定予防通所事業〕事業（以下「事業」と

いう。）の適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関す

る事項を定め、指定通所介護〔指定予防通所事業〕の円滑な運営管理

を図るとともに、要介護状態〔要支援状態〕の利用者の意思及び人格

を尊重し利用者の立場に立った、適切な指定通所介護〔指定予防通所

事業〕を提供することを目的とする。 

運 営 の 方 針 

指定通所介護においては、要介護状態の利用者が可能な限りその居宅に

おいて、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよ

う生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓
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練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持

並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものとする。 

指定予防通所事業においては、要支援状態の利用者が可能な限りその

居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常

生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の回復

を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとする。 

２ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービス

の提供に努めるものとする。 

３ 指定通所介護においては、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止

に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うものとする。 

  指定予防通所事業においては、利用者の介護予防に資するよう、その

目標を設定し、計画的に行うものとする。 

４ 市町村、居宅介護支援事業者、在宅介護支援センター、地域包括支援

センター、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉

サービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

５ 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずる

ものとする。 

６ 指定通所介護の提供にあたっては、介護保険法第 118 条の 2 第 1 項

に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有

効に行うよう努めるものとする。 

７ 指定通所介護〔指定予防通所事業〕の提供の終了に際しては、利用者

又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、居宅介護支援事業者

や介護予防支援事業者等へ情報の提供を行う。 

８ 前７項のほか、「さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及

び運営の基準等に関する条例」（平成 24 年さいたま市条例第 68 号）及

び「さいたま市介護予防通所介護サービスの人員、設備及び運営の基準

等に関する要綱」（平成 29 年 3 月 31 日 告示第 513 号）に定める内容

を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

(3) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

(4)サービス提供時間 

サービス提供日 
月曜日から土曜日とする。日曜日については営業することがある。（た

だし、12 月 30 日から 1 月 3 日までは除く。） 

サービス提供時間 （午前８時００分から午後４時３０分） 

 

(5)事業所の職員体制 

管理者 佐取 幸一郎 

営 業 日 
月曜日から土曜日とする。日曜日については営業することがある。（た

だし、12 月 30 日から 1 月 3 日までは除く。） 

営 業 時 間 午前８時００分から午後５時００分 
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職 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 

（通所介

護） 

1 管理者は、従業者及び業務の実施状況の把握その他業務の管理を一元

的に行うとともに、法令等において規定されている指定通所介護〔指定

予防通所事業〕の実施に関し、事業所の従業者に対し遵守すべき事項に

ついての指揮命令を行う。 

常 勤１名 

他サービス管

理者と兼務 

管理者（介

護予防） 

1 従業者の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の把握その他

の管理を一元的に行います。 

2 従業者に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行います。 

3 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、機能

訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等

を記載した通所型サービス個別計画（以下「個別計画」という。）を作

成します。 

4 既に介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメント（以下「介護

予防ケアプラン等」といいます。）が作成されている場合は、当該計画

の内容に沿って個別計画を作成します。 

5 個別計画の作成にあたっては、その内容について利用者又はその家族

に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

6 個別計画の内容について、利用者の同意を得たときは、当該個別計画書

を利用者に交付します。 

7 個別計画に基づくサービスの提供にあたって、当該個別計画に係る利

用者の状態、当該利用者に対するサービスの提供状況等について、当該

サービスの提供に係る介護予防ケアプラン等を作成した介護予防支援

事業者等（介護予防支援事業者（地域包括支援センター）より介護予防

ケアマネジメントの業務を受託している居宅介護支援事業者を含む。

以下同じ。）に少なくとも月１回報告します。 

8 個別計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該個別計画に記載

したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、

当該個別計画の実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を行

います。 

9 モニタリング結果を記録し、当該記録を当該サービスの提供に係る介

護予防ケアプラン等を作成した介護予防支援事業者等に報告します。 

10 上記のモニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて個別計画の変更を

行います。 

11 その他サービス内容の管理について必要な業務を実施します。 

常 勤１名 

生活相談員 

利用の申し込みに係る調整、利用者の生活の向上を図るため適切な相談・援

助等を行い、また他の従事者と協力して通所介護計画（通所型サービス個別

計画）の作成等を行います。 

常 勤１名以上 

介護職と兼務 

看護師・ 

准看護師 

（看護職

員） 

1 サービス提供の前後及び提供中の利用者の心身の状況等の把握を行い

ます。 

2 利用者の静養のための必要な措置を行います。 

3 利用者の病状が急変した場合等に、利用者の主治医等の指示を受けて、

必要な看護を行います。 

常 勤１名以上 

介護職員 
1 通所介護計画に基づき、必要な日常生活上の世話及び介護を行います。 

 
常 勤１名以上 
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機能訓練 

指導員 

1 通所介護計画に基づき、その利用者が可能な限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、機能

訓練を行います。 

 

常 勤１名以上 

介護職と兼務 

管理栄養士 
1 栄養改善サービスを行います。 

 
必要とする員数 

 

３ 提供するサービスの内容及び費用について 

(1) 提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

通所介護計画の作成 

1 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービ

ス計画（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身の状

況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的な

サービス内容を定めた通所介護計画を作成します。 

2 通所介護計画の作成にあたっては、その内容について利用

者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

3 通所介護計画の内容について、利用者の同意を得たとき

は、通所介護計画書を利用者に交付します 

4 それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサービ

スの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。 

 

予防通所事業計画の作成 

1 利用者に係る介護予防支援事業者等が作成した介護予防

ケアプラン等に基づき、利用者の意向や心身の状況等のア

セスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス

内容を定めた個別計画を作成します。 

2 個別計画の作成にあたっては、その内容について利用者又

はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

3 個別計画の内容について、利用者の同意を得たときは、当

該個別計画書を利用者に交付します 

4 個別計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該個別

計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するま

でに、少なくとも１回は、当該個別計画の実施状況の把握

（「モニタリング」という。）を行います。 

5 上記のモニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて個別計

画の変更を行います。 

 

利用者居宅への送迎 

施設が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所までの

間の送迎を行います。ただし、道路が狭いなどの事情により、

自動車による送迎が困難な場合は、車いす又は歩行介助によ

り送迎を行うことがあります。 

日常生活

上の世話 

食事の提供及び

介助 

食事の提供及び介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

また嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。 

入浴の提供及び

介助 

入浴の提供及び介助が必要な利用者に対して、入浴（全身浴・

部分浴）の介助や清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 
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排せつ介助 介助が必要な利用者に対して、排泄の介助、おむつ交換を行います。 

更衣介助 介助が必要な利用者に対して、上着、下着の更衣の介助を行います。 

移動･移乗介助 
介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の

介助を行います。 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬の

お手伝い、服薬の確認を行います。 

機能訓練 

日常生活動作を

通じた訓練 

利用者の能力に応じて、食事、入浴、排せつ、更衣などの日常

生活動作を通じた訓練を行います。 

レクリエーショ

ンを通じた訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌

唱、体操などを通じた訓練を行います。 

器具等を使用し

た訓練 

利用者の能力に応じて、機能訓練指導員が専門的知識に基づ

き、器械・器具等を使用した訓練を行います。 

その他 創作活動など 
利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を

提供します。 

 

特別な

サービス 

（利用者に

対するアセ

スメントの

結果、必要

と認められ

る場合に提

供します。） 

運動器機能向上 

注）1 

利用者の運動器機能の向上を目的として、心身の状態の維持改善のため、長

期目標（概ね３か月程度）及び短期目標（概ね１ヶ月程度）を設定し、個別

に運動機能向上計画を策定し、これに基づいたサービス提供を利用者ごと

に行います。（概ね３か月程度） 

また、利用者の短期目標に応じて、概ね１ヶ月ごとに短期目標の達成度と客

観的な運動器の機能の状況についてモニタリングを行うとともに、運動器

機能向上計画の修正を行います。 

栄養改善 

注）2 

低栄養状態又はそのおそれのある利用者に対し、管理栄養士

が看護職員、介護職員等と共同して栄養ケア計画を作成し、

これに基づく適切なサービスの実施、定期的な評価等を行い

ます。（原則として利用開始から３か月以内まで） 

口腔機能向上 

注）3 

口腔機能の低下している又はそのおそれのある利用者に対

し、歯科衛生士等が口腔機能改善のための計画を作成し、こ

れに基づく適切なサービスの実施、定期的な評価等を行いま

す。（原則として利用開始から３か月以内まで） 

選択的サービス

の複数実施 

生活機能の向上に資する選択的サービス（運動器機能向上

サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービス）の

うち、複数のプログラムを組み合わせ、利用時に必ずいずれ

かの選択的サービス実施した場合の評価を行います。 

若年性認知症 

利用者受入 

若年性認知症（40 歳から 64 歳まで）の利用者を対象に、そ

の利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行います。 

注）1 実施期間終了後に、介護予防支援事業者によるケアマネジメントの結果、サービス提供

の継続が必要であると判断される場合は、引き続きサービスを受けることができます。 

注）2 利用者の状態の評価の結果、継続的にサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果

が期待できると認められる場合は、引き続きサービスを受けることができます。 

注）3 利用者の状態の評価の結果、継続的にサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上

の効果が期待できると認められる場合は、引き続きサービスを受けることができます。 
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(2) 通所介護（予防通所）従業者の禁止行為 

通所介護通所介護（予防通所）従業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

(3) 提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

利用料金（通所介護） 

通所介護の利用料は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該通所介護が法定代理受領サービスである

ときは、介護報酬告示上の額に対し、介護保険負担割合証に記載の割合に応じた額とします。 

１日あたりの利用料（通常規模型通所介護費） 

所要時間 介護度 
単 位

数 
単価 

介護報 自己負担額(円) 

酬額(円) 1 割 2 割 3 割 

３ 時 間 以

上 

４ 時 間 未

満 

要介護１ 370 10.68 円 3,952 円 396 円 791 円 1,186 円 

要介護２ 423 10.68 円 4,518 円 452 円 904 円 1,356 円 

要介護３ 479 10.68 円 5,116 円 512 円 1,024 円 1,535 円 

要介護４ 533 10.68 円 5,692 円 570 円 1,139 円 1,708 円 

要介護５ 588 10.68 円 6,280 円 628 円 1,256 円 1,884 円 

４ 時 間 以

上 

５ 時 間 未

満  

要介護１ 388 10.68 円 4,144 円 415 円 829 円 1,244 円 

要介護２ 444 10.68 円 4,742 円 475 円 949 円 1,423 円 

要介護３ 502 10.68 円 5,361 円 537 円 1,073 円 1,609 円 

要介護４ 560 10.68 円 5,981 円 599 円 1,197 円 1,795 円 

要介護５ 617 10.68 円 6,590 円 659 円 1,318 円 1,977 円 

５ 時 間 以

上 

６ 時 間 未

満 

要介護１ 570 10.68 円 6,088 円 609 円 1,218 円 1,827 円 

要介護２ 673 10.68 円 7,188 円 719 円 1,438 円 2,157 円 

要介護３ 777 10.68 円 8,298 円 830 円 1,660 円 2,490 円 

要介護４ 880 10.68 円 9,398 円 940 円 1,880 円 2,820 円 

要介護５ 984 10.68 円 10,509円 1,051 円 2,102 円 3,153 円 

６ 時 間 以

上 

７ 時 間 未

満 

要介護１ 584 10.68 円 6,237 円 624 円 1,248 円 1,872 円 

要介護２ 689 10.68 円 7,359 円 736 円 1,472 円 2,208 円 

要介護３ 796 10.68 円 8,501 円 851 円 1,701 円 2,551 円 

要介護４ 901 10.68 円 9,623 円 963 円 1,925 円 2,887 円 

要介護５ 1008 10.68 円 10,765円 1,077 円 2,153 円 3,230 円 

７ 時 間 以

上 

８ 時 間 未

満  

要介護１ 658 10.68 円 7,027 円 703 円 1,406 円 2,109 円 

要介護２ 777 10.68 円 8,298 円 830 円 1,660 円 2,490 円 

要介護３ 900 10.68 円 9,612 円 962 円 1,923 円 2,884 円 

要介護４ 1023 10.68 円 10,926円 1,093 円 2,186 円 3,278 円 
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要介護５ 1148 10.68 円 12,261円 1,227 円 2,453 円 3,679 円 

８ 時 間 以

上 

９ 時 間 未

満 

要介護１ 669 10.68 円 7,145 円 715 円 1,429 円 2,144 円 

要介護２ 791 10.68 円 8,448 円 845 円 1,690 円 2,535 円 

要介護３ 915 10.68 円 9,772 円 978 円 1,955 円 2,932 円 

要介護４ 1041 10.68 円 11,118円 1,112 円 2,224 円 3,336 円 

要介護５ 1168 10.68 円 12,474円 1,248 円 2,495 円 3,743 円 

※1 介護度にかかわらず９時間以上１０時間未満の場合は５０単位、１０時間以上１１時間未

満の場合は１００単位、１１時間以上１２時間未満の場合は１５０単位、１２時間以上１

３時間未満の場合は２００単位、１３時間以上１４時間未満の場合は２５０単位を１日あ

たりの単位数に加算します。 

※ サービス提供時間数は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、居宅サービス計画及

び通所介護計画に位置付けられた時間数（計画時間数）によるものとしますが、利用者の

希望又は心身の状況等により、あるサービス提供日における計画時間数を短縮する場合は、

その日に係る通所介護計画を変更し、変更後のサービス提供時間数に応じた利用料となり

ます。なお引き続き、計画時間数とサービス提供時間数が異なる場合は、利用者の同意を

得て、居宅サービス計画の変更の援助を行うとともに通所介護計画の見直しを行います。 

※ 利用者の希望又は心身の状況等によりサービスを中止した場合で、計画時間数とサービス

提供時間数が大幅に異なる（1～2 時間程度の利用）場合は、当日の利用はキャンセル扱い

とし、利用料はいただきません。 

※ 9 時間以上のサービス提供を行う場合で、その提供の前後に引き続き日常生活上の世話を

行った場合は、延長加算として下記利用料が追加されます。 

9 時間以上 10 時間未満の場合、利用料 534 円（利用者負担:1 割 54 円、2 割 107 円、3 割

161 円） 

10 時間以上 11 時間未満の場合、利用料 1,068 円（利用者負担:1 割 107 円、2 割 214 円、

3 割 321 円） 

11 時間以上 12 時間未満の場合、利用料 1,602 円（利用者負担:1 割 161 円、2 割 321 円、

3 割 481 円） 

12 時間以上 13 時間未満の場合、利用料 2,136 円（利用者負担:1 割 214 円、2 割 428 円、

3 割 641 円） 

13 時間以上 14 時間未満の場合、利用料 2,670 円（利用者負担:1 割 267 円、2 割 534 円、

3 割 801 円） 

※ 月平均の利用者の数が当事業所の定員を上回った場合又は通所介護従業者の数が人員配置

基準を下回った場合は、上記金額のうち基本単位数に係る翌月の利用料及び利用者負担額

は、70／100 となります。 

※ 当事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者又は同一の建物から通う利用者は、

１日につき利用料が 1,004 円（利用者負担額：1 割 100 円、2 割 200 円、3 割 301 円）減

算されます。同一の建物とは、指定通所介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を

いいます。 

※ 利用者に対し、居宅と当事業所との間の送迎を行わない場合（ご家族が送迎される場合等）

は、片道につき 502 円（利用者負担:1 割 50 円、2 割 100 円、3 割 150 円）減額されます。 

※ 虐待防止に向けての取り組みとして、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定

期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止

のための年１回以上の研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するた
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めの担当者を置いていない事実が生じた場合は、上記金額の 99/100 となります。 

※ 業務継続に向けての取り組みとして、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続

計画が未策定の場合、かつ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、

上記金額の 99/100 となります。 

 

※ 上記の他、個別の対応状況により次のような加算又は減算をすることがあります。 

１回あたりの加算料金 

加算項目 
基本 

単位 
単価 

介護報 

酬額 

自己負担額 
算定回数等 

1 割 2 割 3 割 

入浴介助(Ⅰ) 40 10.68 円 427 円 43 円 86 円 129 円 1日につき 

入浴介助(Ⅱ) 55 10.68 円 587 円 59 円 118 円 177 円 1日につき 

中重度者ケア体制加算 45 10.68 円 481 円 49 円 97 円 145 円 1日につき 

生活機能向上連携加算(Ⅰ) 

(3 月に 1 回) 
100 10.68 円 1,068 円 107 円 214 円 321 円 

１ 月 に つ き

（原則３月に

１回を限度） 

生活機能向上連携加算(Ⅱ)(月) 200 10.68 円 2,136 円 214 円 428 円 641 円 

１月につき 

(個別機能訓

練加算算定

の 場 合 は

（Ⅰ）ではなく

（Ⅱ）を算定。

この場合の

（Ⅱ）は 100

単位) 

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 56 10.68 円 598 円 60 円 120 円 180 円 機能訓練を実

施した日数 個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ 76 10.68 円 812 円 82 円 163 円 244 円 

個別機能訓練加算（Ⅱ）  (月) 20 10.68 円 214 円 22 円 43 円 65 円 １月につき 

ADL維持等加算(Ⅰ)    (月) 30 10.68 円 320 円 32 円 64 円 96 円 1月につき 

ADL維持等加算(Ⅱ)    (月) 60 10.68 円 641 円 65 円 129 円 193 円 1月につき 

認知症加算 60 10.68 円 641 円 65 円 129 円 193 円 1日につき 

栄養アセスメント加算  （月） 50 10.68 円 534 円 54 円 107 円 161 円 1月につき 

栄養改善加算       （月２回まで） 200 10.68 円 2,136 円 214 円 428 円 641 円 

3 月以内の

期間に限り 1

月に2回を限

度 

口腔機能向上加算(Ⅰ)（月２回まで） 150 10.68 円 1,602 円 161 円 321 円 481 円 3 月以内の

期間に限り 1

月に2回を限

度 

口腔機能向上加算(Ⅱ)（月２回まで） 160 10.68 円 1,709 円 171 円 342 円 513 円 

口腔・栄養スクリーニング加算

(Ⅰ) (6 月に 1 回) 
20 10.68 円 214 22 円 43 円 65 円 

1回につき 

口腔・栄養スクリーニング加算5 10.68 円 53 円 6 円 11 円 16 円 



9 

 

(Ⅱ) (6 月に 1 回) 

科学的介護推進体制加算  

（月） 
40 10.68 円 427 円 43 円 86 円 129 円 １月につき 

若年性認知症利用者受入加算 60 10.68 円 641 円 65 円 129 円 192 円 1日につき 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 22 10.68 円 235 円 24 円 47 円 71 円 

1日につき サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 18 10.68 円 192 円 20 円 39 円 58 円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 6 10.68 円 64 円 7 円 13 円 20 円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）  

所 定 単

位 数 の

81/1000 

左 記 の

単 位 数

×10.68

円 

左記の 

1 割 

左記の 

2 割 

左記の 

3 割 

・１月につ

き 

・〔※所定単

位数〕 

基本サービ

ス費に各種

加算・減算を

加えた総単

位数 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）  

所 定 単

位 数 の

761000 

介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）  

所 定 単

位 数 の

79/1000 

介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）  

所 定 単

位 数 の

74/1000 

※１ 入浴介助を算定する場合は、（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかとなります。 

※２ 生活機能向上連携加算を算定する場合は、（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかとなります。 

※３ 個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定する場合は、（イ）又は（ロ）のいずれかとなります。 

※４ ADL維持等加算を算定する場合は、（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかとなります。 

※５ 口腔・栄養スクリーニングを算定する場合は、（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかとなります。 

※６ サービス提供体制加算を算定する場合は、（Ⅰ）又は（Ⅱ）、（Ⅲ）のいずれかとなります。 

※７ 介護職員処遇改善加算を算定する場合は、（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかとなります。 

※８ 介護職員等特定処遇改善加算を算定する場合は、（Ⅰ）又は（Ⅱ）のいずれかとなります。 

※ 入浴介助加算(Ⅰ)は、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合に算定します。 

※ 入浴介助加算(Ⅱ)は、居宅において入浴ができるようになることを目的に、居宅を訪問し把握した浴室環境等を

踏まえた入浴介助計画の作成と、計画に沿った支援を行った場合に算定します。 

※ 中重度者ケア体制加算は、中重度の要介護者が社会性の維持を図り在宅生活の継続を目指したケアを計画的に

実施できる体制を整えている場合に算定します。 

※ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等の助言に基づき当事業所の機能訓

練指導員、介護職員等が共同で身体状況の評価及び個別機能訓練計画の作成と、計画に沿った機能訓練を提供し

た場合に算定します。また、計画の進捗状況は３月ごとに評価し、必要に応じて訓練の内容等を見直します。 

生活機能向上連携加算(Ⅱ)は、指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等が当事業所を訪問し、当事業所の

機能訓練指導員、介護職員等と共同で身体状況の評価及び個別機能訓練計画の作成と、計画に沿った機能訓練

を提供した場合に算定します。また、計画の進捗状況は３月ごとに評価し、必要に応じて訓練の内容等を見直

します。 

※ 個別機能訓練加算(Ⅰ)は、多職種共同にて個別機能訓練計画を作成し、計画的に機能訓練を実施している場合に

算定します。個別機能訓練計画の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情

報を活用した場合は、機能訓練加算(Ⅱ)を算定します。 

※ ADL維持等加算は、一定期間に当事業所を利用した者のうち、ADL（日常生活動作）の維持又は改善の度合い
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が一定の水準を超えた場合に算定します。 

※ 認知症加算は、認知症の利用者に認知症の症状の進行の緩和に資するケアを計画的に実施する体制を整えてい

る場合に算定します。 

※ 若年性認知症利用者受入加算は、若年性認知症（40 歳から64 歳まで）の利用者を対象に指定通所介護を行っ

た場合に算定します。 

※ 栄養アセスメント加算は、当事業所の従業者又は外部の介護事業所等との連携により管理栄養士を配置し、利用

者ごとに多職種共同で栄養アセスメントを行い、その結果を利用者又は家族に説明するとともに、栄養状態等の

情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合に、算定し

ます。 

※ 栄養改善加算は、低栄養状態又はそのおそれのある利用者に対して個別的に栄養食事相談等の栄養管理を実施

し、利用者の心身の状態を維持又は向上させる栄養改善サービスを行った場合に算定します。 

※ 口腔・栄養スクリーニング加算は、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態又は栄養状態のス

クリーニングを行った場合に算定します。 

※ 口腔機能向上加算は、口腔機能の低下又はそのおそれのある利用者に対して、多職種共同で口腔機能改善管理指

導計画を作成の上、個別的に口腔清掃又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施等の口腔機能向上

サービスを実施した場合に算定します。 

※ 科学的介護推進体制加算は、利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況等の基本的な情報を厚

生労働省に提出し、その情報を通所介護の適切かつ有効な提供に活用している場合に、算定します。 

※ サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け出た指定通所介護事

業所が、利用者に対して通所介護を行った場合に算定します。 

※ 介護職員等処遇改善加算は、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等の取組みを行う事業

所に認められる加算です。介護職員等処遇改善加算は、区分支給限度基準額の対象外となります。 

※ 地域区分別の単価(5級地 10.68円)を含んでいます。  

※ (利用料について、施設が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額をいったんお支払いいただ

きます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、｢領収書｣を添えてお住まいの市町村に居宅介護

サービス費等の支給（利用者負担額を除く）申請を行ってください。 

 

利用料金（介護予防） 

第１号通所事業(通所介護相当サービス)の利用料は、厚生労働大臣が定める基準による

ものとし、当該通所介護が法定代理受領サービスであるときは、介護報酬告示上の額に

対し、介護保険負担割合証に記載の割合に応じた額とします。 

第 1 号通所事業(通所介護相当サービス)の利用料 

区  分 
単位数 

月当たり 
単価 基本利用 

自己負担額(円) 

１割 2 割 3 割 

事業対象者・要支援１ 1,798／月 10.68 円 19,203 円 1,921 円 3,841 円 5,761 円 

      要支援２ 3,621／月 10.68 円 38,672 円 3,868 円 7,735 円 11,602 円 

※ 虐待防止に向けての取り組みとして、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定

期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止

のための年１回以上の研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施する

ための担当者を置いていない事実が生じた場合は、上記金額の 99/100 となります。 

※ 業務継続に向けての取り組みとして、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続

計画が未策定の場合、かつ、当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、

上記金額の 99/100 となります。 
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上記の他、個別の対応状況により次のような加算をすることがあります。 

 

加算内容 

区  分 

単位数 

月 当 た

り 

単価 
基本利用

料 

自己負担額(円) 

算定回数等 
1 割 2 割 3 割 

生活機能向上グ

ループ活動実施加

算 

100 10.68 円 1,068 円 
107

円 
214 円 321 円 1 月に 1 回 

一体的サービス提

供加算 
480 10.68 円 5,126 円 

513

円 
1,026 円 

1,538

円 
 

若年性認知症利用

者受入加算 
225 10.68 円 2,403 円 

241

円 
481 円 721 円 1 月に 1 回 

栄養改善加算 240 10.68 円 2,563 円 
257

円 
513 円 769 円 1 月に 1 回 

口腔機能向上加算

（Ⅰ） 
200 10.68 円 2,136 円 

214

円 
428 円 641 円 

1 月に 1 回 
口腔機能向上加算

（Ⅱ） 
150 10.68 円 1,602 円 

161

円 
321 円 481 円 

事業所評価加算 160 10.68 円 1,708 円 
171

円 
342 円 513 円 1 月に 1 回 

サービス提供体制

強化加算(Ⅰ) 

事業対象者及び要

支援１ 

88  10.68 円 939 円 94 円 188 円 282 円 

1 月に 1 回 

サービス提供体制

強化加算 (Ⅰ)要支

援２ 

176 10.68 円 1,879 円 
188

円 
376 円 564 円 

サービス提供体制

強化加算(Ⅱ) 

事業対象者及び要

支援１ 

72 10.68 円 768 円 77 円 154 円 231 円 

1 月に 1 回 

サービス提供体制

強化加算 (Ⅱ)要支

援２ 

144 10.68 円 1,537 円 
154

円 
308 円 462 円 

サービス提供体制

強化加算(Ⅲ) 

事業対象者及び要

支援１ 

24 10.68 円 256 円 26 円 52 円 77 円 

サービス提供体制

強化加算 (Ⅲ)要支

援２ 

48 10.68 円 512 円 52 円 103 円 154 円 

生活機能向上連携

加算(Ⅰ) 
100 10.68 円 1,068 円 

107

円 
214 円 321 円 

1月につき 

※運動器機
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生活機能向上連携

加算(Ⅱ) 
200 10.68 円 2,136 円 

214

円 
428 円 641 円 

能向上加算

を算定してい

る場合 

口腔・栄養スクリー

ニング加算(Ⅰ) 
200 10.68 円 2,136 円 

214

円 
428 円 641 円 

1回につき 
口腔・栄養スクリー

ニング加算(Ⅱ) 
50 10.68 円 534 円 54 円 107 円 161 円 

栄養アセスメント

加算 
50 10.68 円 534 円 54 円 107 円 161 円 1月につき 

科学的介護推進体

制加算 
40 10.68 円 427 円 43 円 86 円 129 円 1月につき 

介護職員等処遇改

善加算（Ⅰ）ロ 
 

所定単位

数 の

120/1000 左記の単

位 数

×10.68 

左 記

の1割 

左記の 

2 割 

左記の 

3 割 

・１月につき 

・〔※所定単位

数〕 

基本サービス

費に各種加算・

減算を加えた

総単位数 

介護職員等処遇改

善加算（Ⅰ）イ 
 

所定単位

数 の

111/1000 

※1 生活機能向上グループ活動加算は、運動機能向上加算、栄養改善加算、口腔機能向上加算、

選択的サービス複数実施加算のいづれかを算定している場合は、算定しません。 

※2 口腔機能向上加算及び生活機能向上連携加算、口腔・栄養スクリーニング加算を算定する

場合は、(Ⅰ)又は(Ⅱ)のいずれかとなります。 

※3 一体的サービス提供加算は、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを実施しており、

当該利用者に対し、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービスのうちいずれかのサービスを

行う日を１月につき２回以上設け、かつ、栄養改善加算、口腔機能向上加算を算定していない

場合に算定します。 

※4 介護職員等処遇改善加算は、介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等の取組みを行う事業

所に認められる加算です。介護職員等処遇改善加算は、区分支給限度基準額の対象外となります。 

 

４ その他費用について 

(1) 介護保険適用外料金(全額自己負担) 

・ 昼食代 ９９５円（おやつ代を含む） 

・ 行事等食費 実費 

・ おむつ代  実費 

・ 利用者が個人的に趣味活動等を行う場合の材料等の費用 実費 

・ レクリエーションに係る費用等            実費 

・ 通常の事業の実施地域(さいたま市(緑区、浦和区、南区)及び川口市)を越えて送迎を行う

場合、次のとおり送迎費用をご請求いたします。 

通所の事業の実施地域を超えた地点から片道 10 キロ未満  １，０００円 

通常の事業の実施地域を超えた地点から片道 10 キロ以上  １，５００円 

その他、提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用につい

ては実費を徴収します。 

(2) 介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により保険給付金が直接施設に支払われない場

合があります。その場合は、一旦１日あたりの利用料金をいただき、サービス提供証明書
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を発行いたします。サービス提供証明書を後日市町村の介護保険担当窓口に提出しますと、

差額の払い戻しを受けることができます。 

(3) キャンセル規定 

昼食を予定している利用者が、ご都合によりサービスを中止する場合、下記のキャンセル

料がかかります。 

ご利用日の前日１７時までにご連絡いただいた場合 無料 

ご利用日の前日１７時までにご連絡いただけなかった場合 ８８０円 

※ サービス利用中にご利用者の都合でサービスを中止した場合には、当該サービスにかか

る料金をお支払いいただく場合があります。 

 

５ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法に

ついて 

利用料、利用者負担額（介

護保険を適用する場合）、

その他の費用の請求方法

等 

１ 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその

他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの

合計金額により請求いたします。 

２ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月２０

日頃までに利用者宛にお届け（郵送等）します。 

３ 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその

他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの

合計金額により請求いたします。 

利用料、利用者負担額（介

護保険を適用する場合）、

その他の費用の支払い方

法等 

１ サービス提供記録の利用者控えと内容を照合のうえ、下記

のいずれかの方法によりお支払い下さい。 

２ 入所者指定口座からの自動振替 

毎月２８日（２８日が土日祝日の場合は翌営業日）に前月

分の利用料を指定口座より引落しさせていただきまので、

請求月の２５日までに、口座にご入金ください。 

３ 施設指定口座への振込 

請求月の２０日までに前月分の請求をいたしますので、１

４日以内にお支払いください。 

４ 支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、

領収書をお渡ししますので、必ず保管してください。（医

療費控除の還付請求の際に必要となることがあります。） 

※ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、

正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、さらに支払いの督促

から 14 日以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分

をお支払いいただくことがあります。 

※ 介護保険関係法令改正等により料金が変更になる場合は、事前に文書または電磁的な手段

で説明した上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）または電磁的な手段によ

り代替手段の明示をし、同意を受けるものとします。 

 

６ サービスの提供にあたって 

（1） サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介

護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所
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などに変更があった場合は速やかに当施設にお知らせください。 

（2） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請

が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援又は介護予防支援又は介護

予防ケアマネジメントが利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認め

られるときは、要介護認定又は要支援認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けてい

る要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うものと

します。 

（3） 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」又は介

護予防支援事業者等が作成する「介護予防ケアプラン等」に基づき、利用者及び家族の意

向を踏まえて、｢通所介護計画｣又は｢個別計画｣を作成します。なお、作成した「通所介護

計画」又は「個別計画」は、利用者又は家族にその内容を説明いたしますので、ご確認い

ただくようお願いします。 

（4） サービス提供は「通所介護計画｣又は「個別計画｣に基づいて行います。なお、「通所介護

計画」又は「個別計画｣は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じ

て変更することができます 

（5） 通所介護従業者及び予防通所事業従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や

命令は、すべて当施設が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意

向に充分な配慮を行います。 

 

７ サービス利用契約の終了 

（1） 利用者は、施設に対して、７日間の予告期間を置いて文書で通知することにより、この契

約を解約することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない事情が

ある場合は、予告期間が７日以内の通知でもこの契約を解約することができます。サー

ビスの終了を希望する日の１週間前までに文書でお申し出ください。  

（2） 施設は、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して、３０日間の予告期間を置いて理

由を示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。 

（3） その他  

・ 施設が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者ご

家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または施設が破産した場合、

利用者は文書で解約を通知することによって即座にサービスを終了することができ

ます。  

・ 利用者が、正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、さら

に支払いの督促から１４日以内に支払いが無い場合、利用者が正当な理由なくサービ

スの中止をしばしば繰り返した場合、利用者が入院または病気等により３ヶ月以上に

わたりサービスが利用できない状態であることが明らかになった場合、やむを得ない

事由により事業所を閉鎖または縮小する場合、または利用者やご家族などが施設や施

設の従業者に対して本契約を継続しがたいほどの背信行為を行った場合は、文書で通

知することにより、即座に契約を終了させていただくことがございます。  

・ 次の事由に該当した場合は、施設は文書で通知することにより、直ちにこの契約を

解約することができます。                          

利用者が介護保険施設に入所した場合………入所日の翌日           

利用者の要介護認定区分が非該当（要支援又は自立）又は要支援認定区分が要介護

と認定された場合………非該当となった日又は要介護となった日          
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事業対象者でない利用者の要介護状態区分が自立となった場合……自立となった日

利用者が死亡した場合………死亡日の翌日 

８ 虐待の防止について 

施設は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げる

とおり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 永﨑 慶太 

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に

周知徹底を図っています。 

（3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

（4） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人

等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に

通報します。 

 

９ 身体拘束について 

施設は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれ

がある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられ

るときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小

限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等

についての記録を行います。また施設として、身体拘束をなくしていくための取り組みを

積極的に行います。 

（1） 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危

険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（2） 非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶ

ことを防止することができない場合に限ります。 

（3） 一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった

場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

１０ 秘密の保持と個人情報の保護について 

利用者及びその家族に関する秘密の保持につ

いて 

① 施設は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の

保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 施設及び施設の使用する者（以下「従業者」という。）は、サー

ビス提供をする上で知り得た利用者又はその家族の秘密を正

当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了し

た後においても継続します。 

④ 施設は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった

後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用
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契約の内容とします。 

個人情報の保護について 

① 施設は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担

当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、

利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない

限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用い

ません。 

② 施設は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録

物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良

な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への

漏洩を防止するものとします。 

③ 施設が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内

容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または

削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達

成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際し

て複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 

 

１１ 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治

の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも

連絡します。 

【家族等緊急連絡先】 

氏  名             続柄 

住  所 

電 話 番 号 

携 帯 電 話 

勤 務 先 

【主治医】 

医療機関名 

氏    名 

電 話 番 号 

 

１２ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、

利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する指定通所介護の提供又は送迎により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行います。 

【市町村（保険者）の窓口】 

さいたま市介護保険課 

所 在 地 さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

電話番号 048-829-1264  (直通) 

ﾌｧｯｸｽ番号 048-829-1981 (直通) 

受付時間 8：30～17：15(土日祝は休み) 

【居宅支援事業所の窓口】 

事業所名 

所在地 

電話番号 

担当介護支援専門員 

なお、施設は、下記の損害賠償保険及び自動車保険（自賠責保険・任意保険）に加入して
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います。 

損害賠償 

責任保険 

保険会社名 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

保 険 名 介護保険・社会福祉事業者総合保険 

補償の概要 賠償損害・費用損害 

自動車保険 

保険会社名 損害保険ジャパン株式会社 

保 険 名 一般自動車保険 SGP 

補償の概要 対人賠償責任・対物賠償責任・人身傷害・車両 

 

１３ 心身の状況の把握 

指定通所介護の提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等

を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サー

ビスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

１４ 居宅介護支援事業者等との連携 

① 指定通所介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉

サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「通所介護計画」の写し

を、利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 

③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容

を記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

１５ サービス提供の記録 

① 指定通所介護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録はサービス

提供を終了した日から 5 年間保存します。 

② 利用者は、施設に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求す

ることができます。 

 

１６ 非常災害対策 

① 事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組み

を行います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名：（施設長：佐取 幸一郎） 

② 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整

備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

③ 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

避難訓練実施時期：（毎年１回 ９月） 

④ ③の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

１７ 衛生管理等 

(1)指定通所介護の用に供する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は

衛生上必要な措置を講じます。 

(2)必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

(3)事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 
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  ①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開

催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

  ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

  ③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１８ 業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護の提供を継続的に実施するための、及び非

常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要

な措置を講じます。 

(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

１９ 指定通所介護（予防通所）サービス内容の見積もりについて 

○ このサービス内容の見積もりは、あなたの居宅サービス計画に沿って、事前にお伺いし

た日常生活の状況や利用の意向に基づき作成したものです。 

(1) 提供予定の指定通所介護（予防通所）サービスの内容と利用料、利用者負担額（介護保険

を適用する場合） 

曜

日 

提 供 

時間帯 

サ ー ビ ス 内 容 介護保

険適用

の有無 

利用料 
利用者

負担額    送迎 
食事 

提供 
入浴 

 ～     保険適用外   円 円 

１週当りの利用料、利用者負担額（見積もり）合計額 円 円 

 

(2) その他の費用 

① 送迎費の有無 有 ・ 無  サービス提供 1 回当り…       円 

② キャンセル料 重要事項説明書４－(3)記載のとおりです。 

③ 食事の提供に要する費用 重要事項説明書４－(1)記載のとおりです。 

④ おむつ代 重要事項説明書４－(1)記載のとおりです。 

⑤ 趣味活動、レクリエーション費用等 重要事項説明書４－(1)記載のとおりです。 

 

(3) １か月当りのお支払い額（利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）とその他の

費用の合計）の目安 

お支払い額の目安  

※ ここに記載した金額は、この見積もりによる概算のものです。実際のお支払いは、サービ

ス内容の組み合わせ、ご利用状況などにより変動します。 

※ この見積もりの有効期限は、説明の日から 1 ヵ月以内とします。 

 

２０ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定通所介護に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。（下

表に記す【施設の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 
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(2) 苦情申立の窓口 

【施設の窓口】 

スマイルハウスデイサービスセンター 

所 在 地 さいたま市緑区大字大崎字北口 2160 番地 

担当者  永﨑 慶太 

木原 好広（個人情報相談） 

責任者  佐取 幸一郎 

電話番号 048-878-3428 

ﾌｧｯｸｽ番号 048-878-3429 

受付時間 8:30～17:30 

【施設の窓口】 

（第三者委員） 

氏 名 山本 宏 

電話番号 048-813-7426 

氏 名 青山 隆治 

電話番号 048-866-9708 

【市町村（保険者）の窓口】 

さいたま市介護保険課 

所 在 地 さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

電話番号 048-829-1264（直通) 

ﾌｧｯｸｽ番号 048-829-1981 (直通) 

受付時間 8：30～17：15(土日祝は休み) 

【公的団体の窓口】 

埼玉県国民健康保険団体連合会 

所 在 地 さいたま市中央区下落合１７０４ 

電話番号 048-824-2568 

受付時間 9:00～17:00（土日祝は休み） 

２１ サービスの第三者評価の実施状況について 

 事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行ってい

ます。 

【実施の有無】  

【実施した直近の年月日】  

【第三者評価機関名】  

【評価結果の開示状況】  
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２２ 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

 

上記内容について、「さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成 24

年さいたま市条例第68号）及びさいたま市介護予防通所介護サービスの人員、設備及び運営の基準等に関する要綱

平成29年3月31日 告示第513号」の規定に基づき、利用者に説明を行いました。 

 

施

設 

所 在 地 埼玉県さいたま市緑区大字大崎字北口２１６０番地 

施 設 名 社会福祉法人 浦和福祉会 スマイルハウス 

代 表 者 名 施設長 佐取 幸一郎              印 

事 業 所 名 スマイルハウスデイサービスセンター 

説 明 者 氏 名  

 

 上記内容の説明を施設から確かに受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受け

ました。また、この文書が契約書の別紙（一部）となることについても同意します。 

利用者 

住 所 
 

氏 名  

 

代理人 

住 所 
 

本人との続柄 
 

氏 名  

 

立会人 

住 所 
 

氏 名  

 


